
病気やケガでの長期休職によっ
て減少した所得を最長60歳・
65歳・70歳まで補償します。

特長❶
長期間にわたる補償

所定の精神障害による休職も
２年間を限度として補償します。

特長❷
精神障害、天災危険も補償

病気やケガの発生原因が、業
務上・業務外・国内外を問わず
２４時間補償します。

特長❸
あんしんの２４時間補償

被保険者の親が所定の介護状
態となった場合に、一時金をお
支払します。

特長❹
「介護補償」も付与可能

東京商工会議所  会員事業所の皆様へ

もし、病気やケガにより

長期の就業不能になった場合・・・

「団体長期所得補償共済」 特長

貴社で働く従業員や経営者が、ケガや病気で働けなくなった際の収入を補償します。

平
常
時
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月
収

団体長期所得補償共済

60歳、65歳、70歳

①
有
給
休
暇
等

②健康保険傷病手当金
（標準報酬日額の2/3）
最長18ヵ月 ③社会保障給付

※該当した場合のみ（障害基礎年金・障害厚生年金など）

③社会保障給付
※該当した場合のみ（障害基礎年金・障害厚生年金など）

②健康保険傷病手当金
（標準報酬日額の2/3）
最長18ヵ月

就業障害発生

平
常
時
の
月
収

60歳、65歳、70歳

①
有
給
休
暇
等

団体長期所得補償
団体長期所得補償

もし、団体長期所得補償共済（GLTD）に加入していたら…

就業障害発生

免責期間 てん補期間

①有給休暇等を消化
②健康保険加入者の傷病手当が支給（最長18ヶ月）
　➡この時点で平常時より収入が下がります。
③傷病手当金支給期間終了後
　➡一部の補償のみ。

長期間、働けなくなるリスクを考えてみませんか

※「国民健康保険」に加入されている方は対象外です。



ご記入いただきました情報につきましては、東京商工会議所および東商共済制度引受保険会社・代理店から各種情報提供のため使用させていただきます。

※この広告は制度の概要を示したもので、補償内容は引受保険会社によって異なります。
　ご加入にあたっては「重要事項のご説明」をご覧頂くとともに詳細は引受保険会社の約款、パンレットをご確認ください。

■資料請求、ご説明等ご希望の際は、下記に○を付けていただき、ＦＡＸにてお送りください。
　１. 詳しい資料が欲しい　　２. 詳しい説明が聞きたい　　３. その他(　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

制度運営

事業所名

引受保険会社
（五十音順）

東京商工会議所
http://www.tokyo-cci.or.jp/kyosai/

FAX:03-3283-7991   共済センター行  

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
損害保険ジャパン日本興亜株式会社
東京海上日動火災保険株式会社
三井住友海上火災保険株式会社

このチラシは保険契約のあらましです。詳しくはパンフレット等をご覧ください。

資料請求先 共済センター ０３-３２８３‐７９０９

メンタルヘルス対策は見逃せない経営課題です。

親の介護が必要になったとき、くらしはどうなるでしょうか？

1脳卒中により自宅療養となり、働けない状態と医師に診断された。
2交通事故により障害が残り、働けない状態と医師に診断された。
3うつ病により出社できなくなり、療養が必要と医師に診断された。
　（精神障害補償特約セットの場合）（補償期間は24か月）
4腎機能障害により入院、透析で週３日の勤務しかできなくなり、給与水準が一定水準以上下がった。
　（事前に定められた就業障害に該当した場合）

➡介護は決して他人ごとではありません。
　「介護補償」の加入により、所定の介護状態になった際に一時金を補償します。

業種・事業内容

■精神疾患を有する総患者数の推移

■精神疾患による労災訴訟は年々増加

■介護等のために仕事を辞めた人は、
　　　　年間約１０万人存在します

平均８０万円

■介護の初期段階でかかる自己負担額

【初期段階で必要となる費用例】
　●住宅改修費※
　●福祉用具の購入費※
　●介護者の交通費、宿泊費(遠方の場合)など

切り離さずこのままＦＡＸしてください

従業員数

会員番号

名

部署・役職

ＦＡＸ

氏　　名

住　　所
〒

ＴＥＬ

●メンタルヘルス患者数は年齢を問わず増え続
けており、精神障害による労災訴訟も増加し
ています。

➡企業として休職者への対応が問われる中、
　万全な対策が求められています。

（万人）

1999

204.1

2000年
212件

2016年

1,586件

400

300

200

100

平成19.10
～20.9

8.9万人

平成20.10
～21.9

8.2万人

平成21.10
～22.9

9.9万人

平成22.10
～23.9

8.4万人

平成23.10
～24.9

10.1万人

2002

258.4

2006

302.8

2008

323.3

2011

320.1

2014

※2011年の調査では宮城県の一部と福島県を除く
出典：厚生労働省「患者調査」（2014年）

出典：厚生労働省 平成28年度「過労死等の労災補償状況」

出典：総務省統計局「就業構造基本調査」（平成24年） 出典：生命保険文化センター「生命保険に関する全国実態調査」（平成27年）

392.4

団体長期所得補償共済で保険金をお支払いする例

※公的介護保険料制度により自己負担額は１割または２割
※上記以外に個別の事情によりその他の費用が必要になります

患者数
大幅増


